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本研修のスケジュール

開始 終了 内容 担当

13:30 13:35 0:05 オリエンテーション 事務局

13:35 14:15 0:40 Ⅰ：金融機関からみた民事信託の課題
三井住友信託銀行専門理事
中央大学研究開発機構教授

八谷 博喜 様

14:15 14:45 0:30 Ⅱ：民事信託サポートシステム「信託の蔵人（ｸﾗｳﾄﾞ）」について

三井住友信託銀行
人生100年応援部 審議役

吉野 誠 様

14:45 14:55 0:10 休憩

14:55 16:20 0:85 Ⅲ：公証人からみた家族信託の“常識と非常識”
千葉公証役場 公証人

小宮山 茂樹 様

16:20 16:30 0:10 全体質疑応答
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（13:35～14：15）

Ⅰ：金融機関からみた民事信託の課題
本PPTは、拙稿「信託銀行の視点から見た専門家による民事信託の支援の必要性」

信託フォーラムVOL.19 2023年４月をもとに作成しています。

三井住友信託銀行専門理事
中央大学研究開発機構教授

八谷 博喜
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１）民事信託の担い手の動向（担い手の分布とその趨勢）

２）民事信託の制度的な課題

３）民事信託の実務的な課題

４）民事信託の担い手である資格者専門職の支援
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１）民事信託の担い手の動向（担い手の分布とその趨勢）

１．担い手（資格者専門職）の割合

信託公正証書の作成件数
4,434件（令和5年）

三井住友信託（以下、SMTB）行内調査
申込累計4,500件超の信託口口座利用申込のうち、

71％：司法書士
13％：弁護士
以下：税理士、行政書士

最近は弁護士からの持込、個別相談、SMTB主催実務家支援セミナーへの参加が急増

２．民事信託の分類
大半：高齢者の財産管理における成年後見の代替および遺言の代替を目的とする

福祉型の信託

複雑な事業承継や運用に関する信託は少数であるが増加可能性あり。
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２）民事信託の制度的な課題

１．受託者の資質

２．受託者の監視・監督（専門家による支援の必要性）

３．分別管理可能な銀行口座（分別管理可能な口座）
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３）民事信託の実務的な課題

１．受託者義務の任意法規化と受託者主導型信託の出現

２．受託者の事務遂行義務

３．信託期間、信託終了時の支援

４．受託者の監視、監督

５．成年後見制度との関係

６．福祉型信託における成年後見制度の併用
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4）民事信託の担い手である資格者専門職の支援（理解すべき基本的な事項）

民事信託の制度的・実務的課題を払拭するために、信託組成に関与する資格者専門職が、
締結する信託契約書の説明に留まらず、信託法上の受託者義務、信託法の規定と異なる内容の
信託行為を規定する場合にはその信託行為と信託法上の関係について、法律専門家としての高
度な説明責任が求められる。よって専門家が理解しておくべきこととして、

１．民事信託の課題・本質の理解
①民事信託は、日常的な売買等とは違い、当事者のみでの信託の設定や設定後に適切な運営をすること
はできないこと

②受託者は、民事法全般との整合性を図りつつ、緩和も一部可能ではあるものの信託財産の管理・処分
を信託銀行等のプロと同じように行わなければならず、善管注意義務、分別義務、忠実義務等をしっ
かり果たさなければならないこと

③帳簿の作成や保管の義務、契約書の保管の義務、受益者への報告義務があり、家族間における信託と
いえども他の信託と何ら変わりはないこと

④現行信託法は任意法規化されたが、受託者義務の緩和には限界があること

信託は、委託者が信託目的を定めて受託者に財産を移転（帰属）させ、受託者がその財産を管理処分するものである。
信託法によって法的帰属（受託者）と経済的利用可能性（受益者）との分離が実体法上承認されており、民法とは異な
る特質がある。この特質により信託において民法上の完全権たる所有権に信託目的による一定の債権的拘束を加えるこ
とができる。よって信託財産は一定の目的拘束的特別財産といえる。最も重要な原則は信託財産の経済的利益は受益
者に帰属し、原則的に受託者に帰属してはならない。この点について、実務上民事信託と商事信託の間に大きな違いが
ある。民事信託は、受託者が帰属権利者になる場合が多く、委託者兼受益者と利益相反が潜在的に生じていることが多い。
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２．民法（遺留分）、成年後見 の理解

信託法は、信託制度の基本となる実体法であり、
「民事実定法の基本をなす民法その他の民事法全般との整合性を図ることはもちろんのこと、
民事手続法（民事訴訟法、民事執行法など）や倒産法法制との整合性にも十分配慮した法
制とすべきことは言うまでもない。」とされる。

当社では、遺留分の侵害が明らかであるものに対して信託口口座の提供は原則していない。

実務家の一部で信託行為には民法の遺留分規定の適用はないとの意見もあるが、

信託行為には民法の遺留分規定の適用がある

とする考え方が主流であり争いはない。

民事信託と成年後見制度の目的、保護範囲についての理解を深め、委託者（本人）に対して
適切なアドバイスをする必要がある。
民事信託の組成においては、他の財産管理制度との比較や併用も視野に入れる必要がある。
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３．受託者義務の理解とその説明義務

契約締結時、信託期間、信託終了時における受託者義務について、
・法律知識のない一般の家族の受託者が理解できるような信託の組成、契約書の作成
・契約当事者へ理解させること

契約書の作成においては、ドラフトの作成者（提示）としてではなく、
委託者の意向を汲み取った形での契約書の作成

どの条項が信託法によるデフォルトルールで、どの条項が別段の定めによる任意規定である
かについて十分に説明しなければならない。

委託者の知識、経験、財産の状況及び信託契約を締結する目的に照らして適切な信託の組成
を行い、委託者の保護に欠けることのないようにするための視点
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＜参考＞〜信託業法における受託者の 引受時の 行為準則からの視点〜

民事信託は信託業法による規制を受けないことから信託業法における「 引受時の行為準則 」とは一概に比較
はできないが、担い手としての資格者専門職に求められるものを考えるにあたり、受託者が注意すべき基本的
な点についてその内容が網羅されており、民事信託の支援を行う担い手にとって大変参考になると思われる。

「引受時の行為準則 」 （信託業法 24条 -26条）

① 委託者に対し虚偽のことを告げる行為の禁止（信託業法24条1項1号）
② 委託者に対し、不確実な事項について断定的判断を提供し、又は確実であると誤解させる
おそれのあることを告げる行為の禁止（同条同項２号）

③ 委託者の知識、経験、財産の状況及び信託契約を締結する目的に照らして適切な信託の引
受けを行い、委託者の保護に欠けることのないように業務を営まなければならない（同条２項）

④ 信託の目的、信託財産に関する事項、受益者に関する事項についての説明義務（同法25条本文）
⑤ 契約締結時の書面交付義務（同法26条）が規定されており、書面により16項目の説明を要する。
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（14:15～14:45）

Ⅱ：民事信託サポートシステム
「信託の蔵人（ｸﾗｳﾄﾞ）」について

三井住友信託銀行
人生100年応援部 審議役

吉野 誠 様
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休 憩
（14：45～14：55）
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（14:55～16:20）

Ⅲ：公証人からみた家族信託の
“常識と非常識”

千葉公証役場 公証人
小宮山 茂樹 様
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本日のテーマは２つ

１）家族信託に係る専門家が“常識として”知っておくべき
「６つの裁判例」

２）公証人からみた、信託に係る専門家の“常識と非常識”
～公証役場と上手く連携するために～
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１）家族信託に係る専門家が常識として”知っておくべき「７つの裁判例」

家族信託で最も大切なこと＝強靭な信頼関係（信任関係）

最近の家族信託裁判例から、“専門家”が心すべき留意点

●「受託者の権限は強い」
⇒「受託者解任制限条項は強い」
⇒「受託者の裁量権は広い」

●「士業者の責任は重い！」
⇒生半可な知識で信託を勧めるな

●遺留分と信託
「遺留分制度を潜脱する信託は無効」
「遺留分は生命保険には及ばない」

～バランスのとれた信託組成を（何事もやりすぎは禁物）

●黙示の信託契約が「擬制」されることもある
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１）家族信託に係る専門家が常識として”知っておくべき「７つの裁判例」

41

①H31.1.25

カジノ

③R4.3.23

裁量

⑤H30.9.12

潜脱

②H30.10.23

解約

④R3.9.17

士業

⑥H16.10.29

保険

⑦H14.1.17

黙示
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●家族信託で最も大切なこと＝強靭な信頼関係（信任関係）

中世のイギリスにて
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●「受託者の権限は強い」裁判例①⇒議決権信託（争うための信託）
*東京地判平成31年1月25日（D1－law.com判例体系）

上場会社の支配会社の株式シェアを巡る争い。
・登場人物は、昭和17年生まれの父（46％）パチスロメーカー創業者：カジノ王

                  昭和42年生まれの兄（44％）（受託者）
                  昭和44年生まれの妹（10％）（委託者）

・妹は兄との間で信託契約を締結。信託財産は「支配会社の株式」とし公正証書化
・信託目的は、支配会社の価値の毀損を防止し、利益の最大化を図ること
・信託期間中（30年間）は信託を終了できないし、受託者を解任できない
・帰属権利者は妹

実質は、父と兄との間の争い。
・妹は、父親からの執拗な要請に屈し、この信託契約の無効を申し立てた
・兄は、妹（実質的には父）を相手に信託契約の有効の確認を求めて提訴（信託契約有効確認）

・妹（実質は父）は、信託契約の内容、意味、目的を理解せず締結したため、錯誤による無効を主張
・しかし、東京地裁は、この信託契約は有効であると判断

⇒公正証書で作成した契約の効力は強い
⇒兄の作戦勝ち
⇒やはり受託者は強い

43

係争型信託

Ⅲｰ１）家族信託に係る専門家が“常識として”知っておくべき「７つの裁判例」
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●「受託者の権限は強い」裁判例②⇒解約制限信託
*東京地判平成30年10月23日（金法2122号78頁）

当初は円満な家族関係であった。
・登場人物は、
昭和11年生まれの父（委託者・受益者）と昭和40年生まれの二男（受託者）

・信託目的は、受益者の生活・介護、借入金の返済、納税、資産の円滑な承継
・信託財産は、８階建ビル、ラーメン店の敷地、その他の土地とし、公正証書化
・信託終了事由は「父の死亡」と「信託財産の消滅」と「合意終了」のみ（その他信託法164条の解約事由はなし）

・信託変更（終了）は、「受益者と受託者の合意」が必要
・帰属権利者は受託者である二男

・信託土地を敷地にビルを建築しようと金融機関から億単位の金員を借り入れようとしたが、金融機関
は、二男に連帯保証人になるよう要請。この時は二男もＯＫの意向であった

その後、二男と父は大喧嘩
・二男は連帯保証人となることを拒否⇒融資は流れる⇒ビル建築の構想は挫折
・父は、信託を解約しようとして、父と二男間で訴訟に発展

・東京地裁は、父による信託の解約は無効であるとして請求棄却。その理由は、
⇒本来、信託法164条1項は、委託者兼受益者は、いつでも信託を終了できると規定しているが本件
信託契約では別段の定めがあり、受益者と受託者の合意が終了事由と定めてあり、解約制限がつい
ている。⇒委託者兼受益者の一存では信託の終了はできない
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●「受託者の権限は強い」裁判例③⇒裁量信託
*さいたま地裁越谷支判令和４年３月２３日（一部認容、ウエストロージャパン）
⇒その後、東京高裁で取消し（棄却）

そもそもは障がいを持つ姉を支える信託であった。
・登場人物は、
委託者：母、受託者：妹、受益者：姉（障害等級２級）

・信託財産は、賃貸用不動産とし、公正証書化

・受託者：妹は、受益者：姉に「賃料収入」を交付しなかった
・姉（代理人弁護士）は、妹を被告として、信託終了確認（信託解除）と、受益債権として、賃料から
経費を控除したうちの半分を支払うよう求め、信託終了の確認も求めた

・越谷支部は、姉の請求を認容した。裁量はあるとしても、信託の趣旨に照らし、賃料の２分の１は支
払うべきであるとして、姉の請求を一部認容し信託終了も認めた

・控訴審（東京高裁令和5年2月8日判決）は、信託終了は認めた
・他方、賃料の2分の1の請求権を有するとは解し難い
・姉の生活費をいつ、いくらを支払うかは、受託者である妹の裁量に委ねられるとして、越谷支部の判
決を取り消した。信託終了部分は控訴棄却

・信託の本質は信頼関係にあり、受託者に裏切られたとしても、法的救済には限度がある（高裁判決）
・受益者にできるのは、信託を終了させるとか、受託者を解任するという程度で、受託者から「不当利
得分」を取り戻すことは困難である。⇒受託者の裁量権は広い
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●「士業の責任は重い！」裁判例④
*東京地裁令和3年9月17日（家庭の法と裁判35号134頁）

・信託に詳しくない司法書士が、案文の作成、信託口口座の開設（信託内借入も可能なもの）を依頼さ
れた。その司法書士は、公正証書を作成したが「委託者代理人」（普通は代理人ではしない）で作成
（作成依頼を請けた公証人も問題あり）。

・信託を少しかじった者であれば、「信託口口座の開設は簡単ではない」と知っていた。金融機関の事
前審査があるので、それが通った後に、公正証書化するのは常識であるし、委託者が公証役場に来ら
れないときは、公証人に出張してもらって作成するのも常識であった。

・本件では、複数の金融機関に打診するも、信託口口座の開設を拒否された。

・依頼者は、別の弁護士に頼んで、信託口口座の開設可能な信託契約書を作成してもらった。
・依頼者において、当初作成依頼した司法書士を相手に費用（約２００万円）の弁償を求めたが拒否さ
れた。そこで、損害賠償請求を提訴した。（。。。普通は弁償に応ずるのではないか？。。。）

・信託に精通していない士業者が、信託の専門家を装い、顧客に信託口口座の開設を約束し、信託内貸
付もできるなど甘言を言って、信託の組成を行い、組成報酬額２００万円を受け取った。

・しかし、実際には、信託口口座の開設ができず、信託内借入もできなかった。東京地裁は、士業者と
しては、信託口口座の開設ができないことや信託内借入ができない可能性もあるなどリスクを事前に
顧客に伝えるべきであったとして、報酬額の返還を認めた。
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●「遺留分制度を潜脱する信託は無効」裁判例⑤（その１）
*東京地裁平成30年9月12日（金融法務事情2104号78頁）

・登場人物は、
父親：委託者と二男（受託者）（「父親、二男、長女、二男の子」vs「長男」）

・がんで余命宣告を受けていた父親は、親不孝な長男には先祖代々の遺産（収益不動産）を引き継がせ
ず、二男から二男の子（孫）又は長女にこの財産を引き継がせたかった

・他方、長男は、父親の遺産に期待していた
・大手信託銀行に相談したが、遺留分を侵害するような信託の依頼を拒絶された
・父親や二男に協力的な長女は、「知り合いの司法書士」に相談

・信託契約（遺言代用信託・跡継ぎ遺贈型の受益者連続型信託）
・信託財産は、収益不動産と自宅不動産とし、公証役場の宣誓認証付私文書で作成
・委託者兼当初受託者は父親、二次受益者は、二男が6分の4、長男が6分の1，長女が6分の1
・三次受益者が二男の子で受益権全部を取得（尚、長女（子はいない）は異存がなかった。）
・長男は受益権の買取りを他の受益者に求めることができるが、その価額は固定資産税評価額とする
・二男に自宅不動産の終生無償使用権を認める（長男のメリットは収益不動産からの賃料のみ）
・死因贈与契約（二男に6分の4、長女に6分の1）（長男には残6分の1）
（その余の財産については、二男に3分の2、長女に3分の1）
・長男の遺留分請求には応じる
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●「遺留分制度を潜脱する信託は無効」裁判例⑤（その２）
*東京地裁平成30年9月12日（金融法務事情2104号78頁）

・間もなく、父親（委託者）は死亡
・受託者である二男は、直ちに受益権を二男6分の4、長女6分の1、長男6分の1とする信託登記
・長男は、訴訟を提起。父親が締結した信託契約と死因贈与契約の無効を主張

・平成30年9月12日、東京地裁判決
・信託契約のうち、自宅不動産部分は、事実上長男の遺留分を侵害する目的で作成されたもので、
公序良俗に反して無効
⇒確かに、形式的には６分の１の遺留分を保証しているようにみえる。
しかし実質は、①長男死亡後は、二男の子に受益権は移る、②自宅不動産に賃料は発生せず、収益
が見込めない、③受益権買取価額が時価ではなく固定資産税評価証明という低価額であり、長男に
不利であり、その部分の長男の遺留分が保障されていない。死因贈与契約は有効であるが遺留分侵
害額相当は支払うべきである。

・双方が控訴した。東京高裁で和解が成立⇒「６分の１の不動産の時価相当額を長男に支払う」

9.12判決は、露骨な遺留分侵害目的はダメと言っているだけ。遺留分に少しでも抵触してはダ
メといっているわけではない。例えば、買取価額が時価であったならば、有効とされた可能性大。
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●「遺留分は生命保険には及ばない」裁判例⑥
  ＊最高裁平成14年11月5日判決判タ1108号300頁（平成14年判決）

＊最高裁平成16年10月29日決定判タ1173号199頁（平成16年決定）

・H14判決:死亡保険金請求権は、保険金受取人が自己の「固有の権利」として取得するものであって、
保険契約者から承継取得するものではなく、これらの者の相続財産を構成するものではない。

・H16判決:養老保険契約に基づき保険金受取人とされた相続人が取得する死亡保険金請求権又はこれ
を行使して取得した死亡保険金は、民法903条1項に規定する遺贈又は贈与に係る財産には当たら
ないと解するのが相当である。（⇒原則、遺留分対象財産ではない。）

・もっとも、上記死亡保険金請求権の取得のための費用である保険料は、被相続人が生前保険者に支
払ったものであり、保険契約者である被相続人の死亡により保険金受取人である相続人に死亡保険金
請求権が発生することなどにかんがみると、保険金受取人である相続人とその他の共同相続人との間
に生ずる不公平が民法903条の趣旨に照らし到底是認することができないほどに著しいものである
と評価すべき特段の事情が存する場合には、同条の類推適用により、当該死亡保険金請求権は特別受
益に準じて持戻しの対象となると解するのが相当である（⇦何事もやりすぎはダメ）。

・上記特段の事情の有無については、①保険金の額、②この額の遺産の総額に対する比率のほか、③同
居の有無、④被相続人の介護等に対する貢献の度合いなどの保険金受取人である相続人及び他の共同
相続人と被相続人との関係、⑤各相続人の生活実態等の諸般の事情を総合考慮して判断すべき
（⇒不公平が著しい場合は、遺留分対象財産になる。）
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●「黙示の信託契約が「擬制」されることもある」裁判例⑦
＊最高裁平成１４年１月１７日判決民集第５６巻１号２０頁

・注文者（愛知県）は、請負人・建設会社に請負代金を前払（前払金専用の預金債権）した。
・明文の信託契約書は交わされていない。
・その後、請負人の建設会社は資金繰りが苦しく工事不能になり、請負契約が解除。
・愛知県は、前払した請負代金の返還を求めて、破産財団（破産管財人）を提訴した。
・破産財団は、破産債権者全員に配当されるべき資産だと主張して争った。

・裁判所は、注文者（県）を委託者兼受益者、請負人（建設会社⇒破産財団）を受託者とする信託契約
を認め、前払金が信託財産であるとして、これを破産財団に組み込まず、注文者（県）に返還すべき
であるとした。

・この信託では、受益者を愛知県とするのが自然。その上で、工事が進捗すればその部分だけ破産財団
への返還金が少なくなるという意味で県は担保的意味を有する受益者である。

・日常的な関係でも、紛争の妥当な解決に資する場合は、黙示的信託契約と解釈することがある
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それぞれの裁判例の「重要度」とまとめ

①東京地判平成31年1月25日（D1－law.com判例体系）（係争目的の信託契約）ｃ
②東京地判平成30年10月23日金法2122号78頁（解約制限付信託契約）ｂ＋
③さいたま地裁越谷支判令和4年3月23日（一部認容、ウエストロージャパン）

⇒その後、令和6年2月8日東京高裁で取消し（棄却）（裁量信託・受託者の裁量権は強い）ｂ
④東京地判令和3年9月17日（家庭の法と裁判35号134頁）（士業者の責任は重い）ｂ
⑤東京地判平成30年9月12日（金融法務事情2104号78頁）（遺留分潜脱信託は無効）a
⑥最判平成14年11月5日判タ1108号300頁b
⑥最決平成16年10月29日判タ1173号199頁（保険は原則遺留分の対象外）a
⑦最判平成14年1月17７日民集第56巻1号20頁（黙示の信託契約）b

・受託者は強い
・信託契約の解約制限を付されると受託者を解任できない
・受託者の裁量権は広いので、受益者保護は受託者次第
・士業の責任は重い
・遺留分を潜脱する目的での信託契約は許されないが、保険契約では、ある程度まで遺留分を回避できる
・事案の妥当な解決のために、黙示の信託契約を認定される場合もある
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２）公証人からみた、信託に係る専門家の“常識と非常識”
～公証役場と上手く連携するために～

１．ありがたい士業者とは？

２．困った士業者とは？

３．公証人と上手く付き合うために
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１．ありがたい士業者とは？

⑴公証人や公証役場の実務や心情を考慮してくれる士業者
⇒相手の立場に立って物事を考えてくれる人（誰からもありがたがられる）
⇒「他罰的態度」か「自罰的態度」か

①公証人が失敗しても、その原因を自らに求める士業者
⇒心理的な痛みから公証人が解放される（公証人は意外に気が弱い）

②公用文表記を気遣ってくれる士業者
⇒公証人全員が公用文表記に精通しているわけではないが、分かる人には分かる

③印刷書式を公正証書の書式に合わせて、士業者側の案文も行数や印刷書式をワード書式で送信してくれ
る士業者
⇒まれにエクセル書式やＰＤＦで送信されることがあるが、これだと変換する際に誤字等が発生するの
で、できればワードファイルでお願いしたい

⇒とりわけ，本年10月から電子公正証書が開始されると、その最終案文はワードしか受け付けない
⇒公証役場から案文が送信された後は、同じファイル形式で公証役場とやり取りをしてくれると有難い
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１．ありがたい士業者とは？

④資料を１つのＰＤＦファイルにまとめてくれる士業者
⇒各資料が別々のＰＤＦファイルだと、ファイル数が数十にのぼることがあり、印刷するだけで長時間
を要する場合がある

⇒ファイルごとに名前を付することができるメリットは分かるが、送付ファイルの名前を一覧にした目次
があるとチェックできる

⑤簡略なパスワードでファイルを送ってくれる士業者
⇒難しいパスワードだと、「開けることができない」又は「開けるだけで長時間」を費やしてしまう
⇒士業者によって様々な形式があり、多忙な公証役場にとって３０分でも致命的
⇒開けられずに士業者に電話連絡をせざるを得ない場合もある
⇒開けにくいファイルだと、処理が後回しにされることもあり得る

⑵出張の場合、出張場所の詳細住所、公証役場からの交通手段（参考までに運賃も）を教示いただく士業者
⇒または、自動車などで送迎してもらえると、出張での行き違いが起こらないため、安心できる

⑶当事者との間で当日の準備やシュミレーションができている士業者
⇒実印や有効な印鑑登録証明書の用意、当日公証人からの質問内容などを事前に確認しておくなど
⇒当事者（委託者、受託者）が信託契約の意味を理解していない場合がある。概要だけでも理解させておい
て欲しい
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２．困った士業者とは？

⑴「信頼関係のない家族」に信託契約を勧めてしまっている士業者
①受託者が家族信託には「信頼関係」（信認関係）が必要であることを当事者に理解させていない

②受託者には重い責任があるのに、それを十分に理解させていない
⇒様々な義務が発生するのに説明しておらず、契約の場で憤慨する当事者もいる

③紛争案件なのに、信託契約を勧めている
⇒最悪の場合訴訟になる
⇒やむを得ず紛争案件で信託を組成する場合は、信託に強い弁護士の関与が必要（訴訟になった場合の
シュミレーション（委託者の心変わりなど最悪の場合を想定）をしながら契約条項を検討する
⇒本来、家族信託としては回避すべきケース（「裁判例①カジノ」はその例）

⑵信託契約の知識がなさすぎる士業者
⇒覚えるべき信託の基本知識を知らない（東京地判令和3年9月17日はその典型）
⇒信託の怖さを知らなすぎる
⇒条文作成を公証人に丸投げする（後述）
⇒スキーム組成だけではなく、信託口座開設、信託登記、信託管理、信託支援が大切であることの認識がな
い（公正証書作成後に士業者と当事者の信頼関係が始まる）

⇒あまりにも独自すぎる信託案文
⇒独自であるのは構わないが、ほかの信託案文例を知らないのは問題
⇒自分のノウハウを相対化できない
⇒他者が作成した契約書と比べて長所は何か、弱点は何かを説明できるようにしておくこと
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２．困った士業者とは？

⑶公証人の親切心・便宜に付け込む士業者（依存心が強すぎる士業者）
①なるべく労力を節約しようとする
⇒例えば、親族全員の戸籍までは、今回は必要ない旨伝えると、次回から手を抜こうとして、「受遺者
の生年月日は必要でしょうか？」などと言ってくる（かまぼこ式交渉術）

⇒必要最低限の情報すら省略しようとする姿勢。「能力の問題」というよりも「姿勢の問題」
⇒仮に、当事者の基本資料すら揃えられないのであれば、専門家以前の問題である

②公正証書の案文の全てを公証役場に丸投げする士業者
⇒信託契約は、当事者の家庭環境や要望によって異なるはずで、それは公証人は把握できない
⇒任意後見契約は定型案文が用意してあるが、信託契約の定型案文は用意していない

⇒公証役場が、必ず当事者に案文を書いてもらう理由は何か？
⇒信託契約は、士業者や当事者に「個別にニーズを把握する能力」を求めている。
⇒「当事者の家のにおいを嗅げ！」「隠れたニーズを掘り起こす能力」が必要
⇒信託契約が妥当であるとは限らない
⇒その他の終活方法が妥当な場合、人間関係の調整の方が妥当である場合もある

⇒当事者の中に入っていける士業者でなければ解決できない問題がある
⇒公証役場に丸投げするような士業者は、信託業務から撤退すべき
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２．困った士業者とは？

⑷公証役場を下請け業者のように扱う士業者（態度がでかすぎる士業者）
①業務を請けてくれるのが当たり前と思っている
（仕事をくれてやると言わんばかりの士業者もいる）
⇒東京の士業者に多い
東京には公証役場が50か所あり、公証役場同士の競争も激しい＋日公連幹部がおり公証人の監視の目
も厳しいが故か、多少、士業者が態度が悪くても許される？
（逆に大阪の場合、いくら働いても大阪内で公証人の報酬が全く同じ（完全平等分配）
⇒当事者が来てくれないとラッキー
（東京の士業者が東京都内と同じ態度を信託契約でとったらどうなる？）

⇒信託契約は、周知のとおり、公証役場内では最も嫌われる案件

⇒公証人が拒否する裏技がある（ヒント・信託契約の登場人物）

②必要書類を揃えないで日程だけおさえようとする士業者
⇒やむを得ない面もあるが、日程だけおさえて案文や必要書類の提出が遅れるケースもある
（それを当事者が遅いと言い訳する士業者も多い）

⇒公証人の検討遅れの原因となる場合もある
⇒ただし、実績のある士業者、信頼のある士業者はこの方法が許される
（裏切ると、次回からは、資料と案文をそろえてから期日を決めるようにいわれてしまう）

③案文完成後に何回も修正をかけてくる士業者（公証人は２度手間、３度手間になる）
⇒ファイルを探す手間、思い出す手間を考えると、軽い修正でも「0.5件分の重み」がある
⇒修正があるとしても五月雨的な出し方は公証役場に何倍もの負担を掛けることになる
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３．公証人と上手く付き合うために（公証役場の立場から）
困った公証人（遅い・怖い・意地が悪い）も確かに居る（公証人側の質に問題が無いとは言えないが）

⑴遅い場合：（他の案件で多忙）（恒常的に事件が多い）（単に怠惰）
①返信がない⇒メールの見落としもあり得るので、場合によって書記に電話確認

②案文が遅い⇒メールの見落とし以外に、必要な書類が揃っていない場合や行き違いもある
⇒必要書類が足りているかメールや電話で確認

なかには難しい案件・前例のない案件、経験のない案件もある
⇒「こちらでお手伝いできそうなことがあればおっしゃってください」などと言ってもら
えると助かる場合がある

③予約が入らない⇒別の公証役場を探す方が早い場合もある

⑵怖い場合：
①当事者を怒鳴る⇒単に威張りたいだけの人もいる

⇒当事者が怖そうだと怒鳴らない「気の弱い」公証人も…

②士業者を怒る⇒士業者が「筋論」で反撃されると弱いこともある
⇒相手を見て「もの」をいう人も…
⇒「怒鳴っている」のではなく「叱っている」

⇒士業者側に手落ちがある場合もある⇒率直に反省する姿勢も大切

③見た目が怖い⇒「やむを得ない」
⇒話してみると普通の場合が多い
⇒子どもに話しかける公証人、日常会話から始める公証人はおおむね大丈夫 58
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３．公証人と上手く付き合うために（公証役場の立場から）
困った公証人（遅い・怖い・意地が悪い）も確かに居る（公証人側の質に問題が無いとは言えないが）

⑶意地が悪い場合：
①当事者を困らせる⇒まれに「人を困らせること」が趣味の人もいる

②特定の説に固執⇒必ず「受益者代理人」を入れたがるなど

③誤りを認めない⇒人間の「性（さが）」でもあるが…
⇒「誤り」や「訂正」を素直に認める人は大切に扱うことも大切

④柔軟性がない⇒誤記証明書の発行の幅
⇒当事者の意思能力への判断など、公証人によって幅があることも事実
⇒遠距離であっても柔軟性がある公証人を大切に

⑷ただし、「依頼者の嘱託を断ること」も公証人の役割
誤った公正証書を作成しないことも公証人の重要な仕事の一つ
⇒「ものわかりの良い公証人＝良い公証人」というわけではないことに注意が必要

⑸困った公証人を回避する、又は対処できるノウハウを共有することも有用？
⇒公証人情報（プラス情報、マイナス情報）の共有化は大切かもしれない
（オープン化できない事情も含め本音の情報の有用性⇦これには相互の信頼関係が必須）
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全体質疑応答 （16:20～16:30）

<MEMO>
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